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徳
島
大
学
は
本
学
を
支
え
て
く
だ
さ

る
多
く
の
学
生
、
保
護
者
、
同
窓
生
、

地
域
の
皆
様
方
に
透
明
性
の
高
い
財
務

情
報
を
提
供
し
、
大
学
の
財
政
状
態
及

び
運
営
状
況
に
つ
い
て
ご
理
解
い
た
だ

け
る
よ
う
に
努
め
る
こ
と
が
重
要
な
責

務
の
一
つ
と
考
え
て
お
り
ま
す
。

こ
の
財
務
レ
ポ
ー
ト
は
、
徳
島
大
学

の
現
在
の
財
務
状
況
を
で
き
る
だ
け
分

か
り
や
す
く
お
伝
え
す
る
こ
と
を
目
的

と
し
て
、
平
成
23
事
業
年
度
財
務
諸
表

を
も
と
に
作
成
し
ま
し
た
。

平
成
16
年
４
月
、
本
学
は
他
の
全
て

の
国
立
大
学
と
同
様
法
人
化
し
、
国
か

ら
独
立
し
た
経
営
体
と
し
て
の
運
営
を

行
う
こ
と
と
な
り
、
本
年
度
（
平
成
23

年
度
）
で
法
人
化
後
８
年
が
経
過
し
ま

し
た
。

平
成
23
事
業
年
度
の
徳
島
大
学
は
、

附
属
病
院
収
益
そ
の
他
の
業
務
収
益
の

増
加
、
業
務
の
効
率
的
な
実
施
な
ど
に

よ
り
利
益
を
計
上
す
る
こ
と
が
で
き
ま

し
た
。
一
方
で
、
他
の
国
立
大
学
法
人

と
同
様
、
徳
島
大
学
の
財
政
基
盤
の
多

く
は
運
営
費
交
付
金
等
の
国
か
ら
の
補

助
で
支
え
ら
れ
て
お
り
ま
す
が
、
そ
の

運
営
費
交
付
金
に
つ
い
て
は
、
法
人
化

翌
年
の
平
成
17
年
度
か
ら
毎
年
減
額
さ

れ
て
お
り
ま
す
。
こ
の
こ
と
は
徳
島
大

学
の
財
政
基
盤
が
毎
年
厳
し
く
な
る
こ

と
を
意
味
し
て
お
り
、
引
き
続
き
安
定

し
た
経
営
を
行
う
た
め
に
、
自
己
収
入

の
増
加
及
び
競
争
的
資
金
の
獲
得
に
努

め
て
行
く
こ
と
が
重
要
で
あ
る
と
考
え

て
お
り
ま
す
。

 国立大学法人徳島大学

財務レポート
The University of Tokushima Financial Report

貸借対照表の概要
貸借対照表は、決算日における本学の全ての資産、負債及び純資産を記載することによりその財政状態を明らかにすることを目的としています。

損益計算書の概要  
損益計算書は、事業年度内に本学が実施した事業等により発生したすべての費用と収益を記載することにより、その運営状況を明らかにしています。

資産の部
土地
建物
建物附属設備
構築物
工具器具備品等
図書
投資有価証券（国債等）
現金預金
未収附属病院収入
有価証券（譲渡性預金）
その他

資産合計

経常費用
業務費用
　教育経費
　研究経費
　診療経費
　教育研究支援経費
　受託研究等経費
　人件費
一般管理費
財務費用
雑損
　経常費用合計

経常収益
運営費交付金収益
学生納付金収益
附属病院収益
受託研究等収益
施設費収益
補助金収益
寄附金収益
資産見返負債戻入
財務収益
雑益
　経常収益合計

臨時損失
固定資産除却損
その他

臨時利益
徴収不能引当金戻入
その他臨時利益

当期総利益
当期総利益

目的積立金取崩額
目的積立金取崩額

負債の部
資産見返負債
センター債務負担金
長期借入金
未払金
運営費交付金債務
寄附金債務 
その他
　負債の部合計

純資産の部
資本金
資本剰余金
利益剰余金
　純資産の部合計

負債及び純資産合計

448.6
222.1
110.8
16.2
78.0
29.0
42.7
36.9
36.6
35.0
21.8

1,077.8

363.7
19.6
23.2

118.2
2.2

15.7
184.7
14.2
4.8
0.0

382.7

125.1
41.8

182.9
15.9
2.2
4.3

10.5
9.8
0.0
4.8

397.3

2.1
0.1

0.0
0.0

13.2 0.8

76.6
160.8
79.3
56.1
11.1
52.3
10.8

447.0

467.4
115.8
47.4

630.7

1,077.8

448.6
218.2
101.8
16.7
82.2
29.0
42.7

102.1
37.9
15.0
9.7

1,103.9

379.7
19.2
21.2

125.8
3.8

17.2
192.4
11.9
4.3
0.7

396.5

128.8
42.7

193.4
17.1
1.3
3.4
9.9

11.0
0.1
5.3

412.9

1.2
0.0

0.1
0.5

15.7 0.0

79.7
141.8
80.4
59.8
14.2
82.5
10.2

468.7

467.4
104.6
63.2

635.2

1,103.9

0.0
3.9
9.0
0.5
4.2
0.0
0.0

65.2
1.3

20.0
12.1

26.1

16.0
0.4
2.0
7.6
1.6
1.5
7.7
2.3
0.5
0.7

13.8

3.7
0.9

10.5
1.2
0.9
0.9
0.6
1.2
0.1
0.5

15.6

0.9
0.1

0.1
0.5

2.5 0.8

3.1
19.0
1.1
3.7
3.1

30.2
0.6

21.7

0.0
11.2
15.7
4.5

26.1

22年度22年度 22年度

22年度 22年度

22年度 22年度

22年度

22年度

23年度23年度 23年度

23年度 23年度

23年度 23年度

23年度

23年度

増減増減 増減

増減 増減

増減 増減

増減

増減

（単位 : 億円）（単位 : 億円）

注）単位未満を四捨五入しているため、必ずしも計は一致しません。 

注）単位未満を四捨五入しているため、必ずしも計は一致しません。 

【資産の概要】
・土地が全体の約4割を占めています。
・建物の3.9億円減は、病院の外来診療棟改築に伴う臨床研究棟・救急診療棟の取り壊し  
  及び減価償却等によるものです。
・建物附属設備の9.0億円の減は、減価償却等によるものです。
・工具器具備品等の4.2億円の増は、情報化推進センターコンピュータシステムや病院の 
  診療機器（手術支援ロボット）等を整備したことによるものです。
・現金預金の65.2億円の増は、寄附金（一般財団法人藤井節郎記念大阪基礎医学研究奨
  励会より30億円）や有価証券（譲渡性預金）の満期解約（20億円）等によるものです。
・未収附属病院収入の1.3億円の増は、主として、2月、3月分の診療報酬増（保険請求分）に
  よるものです。
・有価証券の20億円の減は、譲渡性預金の満期解約20億円によるものです（現金預金に 
  振替わっています）。

【経常費用の概要】
・研究経費の2.0億円の減は、修繕費等が減少したことによるものです。
・診療経費は診療報酬獲得のために要する経費で、主に医薬品や診療材料にかかるもの
  です。23年度は7.6億円増加していますが、附属病院収益の増加（10.5億円）に伴うもの
 です。
・人件費の7.7億円の増は、臨床系医師の処遇改善のための臨床手当及び診療貢献一時
  金の増等によるものです。
・一般管理費は修繕費等が減少したことにより、2.3億円減少しています。

【負債の概要】
・センター債務負担金及び借入金が全体の約5割を占めています。
・センター債務負担金及び借入金の返済は順調に進んでおり、合計で前年度比約19億円
  減少しています。
・寄附金債務の30.2億円の増は、一般財団法人藤井節郎記念大阪基礎医学研究奨励会より
  30億円の寄附を受けたこと等によるものです。
※センター債務負担金
   法人化以前に財政融資資金を財源として取得した病院の資産等にかかる借入金
※長期借入金
   法人化後、病院の設備充実のため、国立大学財務・経営センターから借入れたもの

【経常収益の概要】
・収益は、附属病院収益と運営費交付金収益で全体の約8割を占めています。
・運営費交付金収益は、大学改革促進係数（1.6％）により毎年減少しておりますが、
  23年度においては常勤職員の退職増に伴う退職手当の増（退職手当と同額の運営
  費交付金が措置）等により、3.7億円の増となっています。
・附属病院収益は、手術件数の増や平均在院日数の短縮に伴う入院基本料の増等により
  10.5億円増と大幅な増加となっています。

負債構成（23年度）資産構成（23年度）

経常収益構成（23年度）経常費用構成（23年度）
資産見返
負債17%

土地
41%

建物
20%

センター債務
負担金30%

寄附金債務
18%

未払金13%

長期借入金
17%

現金
預金
9%

建物附属設備
9%

構築物 2%

運営費
交付金債務
3%

工具器具備品等 7%

図書 3%

投資有価証券（国債等） 4%

学生納付金
収益10%

受託研究等経費4%

有価証券（譲渡性預金） 1%
その他 2%その他 1%未収附属病院

収入3%
負債合計
468.7億円

資産合計
1,103.9億円

経常収益合計
412.9億円

経常費用合計
396.5億円

運営費
交付金収益
31%

教育研究
経費
11%

診療経費
32%

その他
12%

人件費
49%

附属病院収益
47%

財務費用 1%

一般管理費
3%
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● 

我
が
国
最
大
レ
ベ
ル
の
生
涯
学
習
の

場
の
提
供

● 

中
学
校
・
高
校
な
ど
へ
の
出
張
講
義

を
行
っ
て
お
り
、
そ
の
活
動
は
広
範
多

岐
に
わ
た
っ
て
い
ま
す
。

加
え
て
、
文
部
科
学
省
か
ら
平
成
24

年
６
月
に
発
表
さ
れ
た
大
学
改
革
実

行
プ
ラ
ン
で
は
、
社
会
の
変
革
の
エ

ン
ジ
ン
と
な
る
大
学
、
そ
の
大
き
な

柱
と
し
て
「
大
学
Ｃ
Ｏ
Ｃ
（Center of 

Com
m
unity

）
機
能
強
化
」
が
打
ち
出

さ
れ
、
改
め
て
大
学
は
地
域
の
問
題
解

決
の
中
心
機
関
た
れ
と
い
う
政
策
方
針

が
示
さ
れ
た
と
こ
ろ
で
す
。

こ
の
よ
う
に
、
こ
れ
ま
で
以
上
の
充

実
と
成
果
が
求
め
ら
れ
る
地
域
連
携
に

関
し
て
、
徳
島
大
学
で
は
今
年
度
、
組

織
を
見
直
し
、
新
た
な
体
制
で
取
り
組

む
こ
と
と
し
ま
し
た
。
具
体
的
に
は
、

専
任
の
地
域
連
携
担
当
理
事
を
設
け
、

地
域
連
携
戦
略
室
の
総
括
の
も
と
「
徳

島
の
発
展
に
貢
献
す
る
、
な
く
て
は
な

ら
な
い
大
学
」
を
目
指
し
て
、
皆
様
に

ご
理
解
、
評
価
頂
け
る
よ
う
学
内
の
組

織
・
教
職
員
が
力
を
合
わ
せ
地
域
連
携

事
業
を
多
角
的
に
推
進
し
て
参
り
ま
す
。

 

平
成
18
年
度
に
教
育
基
本
法
の
全
文

が
改
正
さ
れ
、
大
学
に
対
し
「
学
術
の

中
心
と
し
て
、
高
い
教
養
と
専
門
的
能

力
を
培
う
と
と
も
に
、
深
く
真
理
を
探

求
し
て
新
た
な
知
見
を
創
造
し
、
こ
れ

ら
の
成
果
を
広
く
社
会
に
提
供
す
る
こ

と
に
よ
り
、
社
会
の
発
展
に
寄
与
す

る
」
と
い
う
責
務
が
明
文
化
さ
れ
ま
し

た
。
こ
の
こ
と
に
よ
り
、
教
育
・
研
究

と
共
に
地
域
社
会
へ
の
貢
献
を
行
う
こ

と
が
大
学
の
第
３
の
使
命
と
し
て
正
式

に
示
さ
れ
ま
し
た
。

徳
島
大
学
で
は
、
こ
れ
に
先
行
し
法

人
化
前
の
平
成
15
年
度
に
地
域
連
携
推

進
室
を
設
置
し
、
徳
島
地
域
連
携
協
議

会
で
の
活
動
を
通
じ
て
地
域
ニ
ー
ズ
を

把
握
し
、
自
治
体
と
一
体
と
な
っ
て
課

題
解
決
に
取
り
組
ん
で
参
り
ま
し
た
。

そ
の
内
容
の
一
部
は
こ
れ
ま
で
本
誌
で

も
紹
介
し
て
お
り
ま
す
。

本
学
が
行
う
地
域
貢
献
は
、
行
政
の

様
々
な
審
議
会
へ
の
協
力
・
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
へ
の
ア
ド
バ
イ
ス
な
ど
は
も
と
よ

り
、
地
域
産
業
の
振
興
発
展
、
徳
島
県

や
そ
の
周
辺
に
お
住
い
の
方
々
の
安

心
・
安
全
を
提
供
す
る
た
め
の
取
組
と

し
て
、

● 

県
と
連
携
し
た
高
度
医
療
の
提
供
や

過
疎
地
な
ど
医
師
の
偏
在
へ
の
対
応

● 

地
域
の
特
定
疾
患
の
研
究
等
の
健

康
・
医
療
面
の
諸
事
業

● 

東
南
海
・
南
海
地
震
に
備
え
る
防
災

対
策
研
究
・
啓
発
、
企
業
Ｂ
Ｃ
Ｐ
指
導
、

防
災
人
材
の
育
成
等
の
事
業

　
地
域
経
済
の
活
性
化
や
産
業
の
振

興
、
新
た
な
雇
用
の
創
出
に
繋
げ
る
取

組
と
し
て
、

● 

企
業
と
の
共
同
研
究
・
大
学
の
技
術

の
提
供
・
相
談

● 

地
域
特
産
物
の
有
用
性
研
究

● 

地
域
再
生
・
活
性
化
支
援
等

　
豊
か
な
人
生
を
送
る
た
め
に
そ
の
生

涯
に
わ
た
っ
て
あ
ら
ゆ
る
機
会
に
学
習

が
で
き
る
た
め
の
取
組
と
し
て
、

徳
島
大
学
役
職
員
の

報
酬
・
給
与
等
の

水
準
公
表
に
つ
い
て

　国
立
大
学
法
人
の
役
職
員
の
報
酬
・

給
与
等
に
つ
い
て
は
、
国
家
公
務
員
や

民
間
企
業
の
給
与
、
法
人
の
業
務
の
実

績
を
考
慮
し
、
社
会
一
般
の
情
勢
に
適

合
し
た
も
の
と
な
る
よ
う
、
各
法
人
が

そ
れ
ぞ
れ
支
給
の
基
準
を
定
め
、
総
務

省
の
定
め
る
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
に
基
づ
き

公
表
を
行
う
こ
と
に
な
っ
て
い
ま
す
。

　徳
島
大
学
も
そ
の
趣
旨
に
沿
っ
て
、

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
お
い
て
、平
成
23
年

度
に
支
給
し
た
役
員
の
報
酬
等
、
常
勤

職
員
の
給
与
、
職
員
と
国
家
公
務
員
及

び
他
の
国
立
大
学
法
人
等
と
の
給
与
水

準
（
年
額
）
の
比
較
指
標
及
び
総
人
件

費
等
を
公
表
し
て
い
ま
す
。

　詳
し
く
は
徳
島
大
学
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

の
﹇
大
学
紹
介
﹈
↓
﹇
情
報
公
開
・
個

人
情
報
保
護
﹈
↓
﹇
法
定
公
開
情
報
﹈

↓
﹇
国
立
大
学
法
人
徳
島
大
学
の
役
職

員
の
報
酬
・
給
与
等
に
つ
い
て
﹈
を
ご

覧
く
だ
さ
い
。

平成23年地域交流シンポジウム

地域医療（海部にて）

平成24年4月23日徳島大学防災リーダー
養成講座開講式

徳
島
大
学
に
お
け
る

地
域
連
携
の
取
組

徳
島
大
学
理
事（
地
域
連
携
担
当
） 

副
学
長

徳
島
大
学
地
域
連
携
戦
略
室
長

佐
野 

正
孝 

（
さ
の 

ま
さ
た
か
）

地域連携戦略室窓口
徳島大学総務部企画･評価課
〒770-8501徳島市新蔵町 2丁目24
TEL：088-656-9752
FAX：088-656-9965
E-mail:khkoukenc@tokushima-u.ac.jp
Hp：http://www.tokushima-u.ac.jp/exchange/

http://w
w

w
.tokushim

a-u.

ac.jp/_files/00119962/h23

kyuyosuijyunkouhyou.pdf

地域貢献

【
ま
と
め
】

平
成
23
事
業
年
度
は
第
２
期
中
期
目

標
・
中
期
計
画
期
間
（
平
成
22
事
業
年
度

～
平
成
27
事
業
年
度
）
の
２
年
目
に
あ
た

り
ま
す
。
本
事
業
年
度
の
徳
島
大
学

は
、
自
己
収
入
の
確
保
、
予
算
の
効
率

的
執
行
に
努
め
た
結
果
、
経
常
収
益
が

15
・
６
億
円
増
加
し
、
そ
れ
に
伴
い
当

期
総
利
益
が
、
２
・
５
億
円
増
加
す
る

等
、
良
好
な
財
務
状
態
を
維
持
す
る
こ

と
が
で
き
ま
し
た
。

し
か
し
、
本
学
を
含
む
国
立
大
学
法

人
の
財
政
基
盤
を
支
え
る
運
営
費
交
付

金
等
の
国
か
ら
の
補
助
に
つ
い
て
は
、

毎
年
減
額
さ
れ
て
い
る
状
況
で
あ
り
、

本
学
を
取
り
巻
く
環
境
は
厳
し
さ
を
増

し
て
い
ま
す
。

こ
の
よ
う
な
状
況
の
も
と
で
、
今
後

と
も
安
定
し
た
経
営
を
行
う
た
め
に
、

引
き
続
き
、
自
己
収
入
の
増
加
及
び
競

争
的
資
金
の
獲
得
に
努
め
る
と
と
も
に

「
地
域
に
生
き
、
世
界
に
羽
ば
た
く
徳

島
大
学
」
と
し
て
、
教
育
・
研
究
・
社

会
貢
献
及
び
診
療
の
各
分
野
に
わ
た
り
、

そ
の
充
実
と
不
断
の
見
直
し
・
改
善
を

進
め
て
参
り
ま
す
の
で
、
今
後
と
も
ご

指
導
、
ご
支
援
を
よ
ろ
し
く
お
願
い
い

た
し
ま
す
。
　

目的積立金当期総利益

主な施設の整備

注）目的積立金取崩額 (使用額 )は目的積立金の減として負の表示としています。

蔵本地区　図書館分館の改修（平成24年3月完成） （病院）臨床研究棟等のとりこわし（平成24年3月終了）

　国立大学法人は、利益の獲得を目的とはしておらず、補助金（運営費交付金）を受けて事業を実施する法人であるため、損益均衡の原理が
会計制度の基本となっています。しかし、経費の節減、自己収入の増加など経営努力を行った際には利益が生じることになります。当期総
利益のうち文部科学大臣の承認を受けた額については目的積立金として積み立てられ、翌事業年度への繰り越し及び使用が可能となります。
　この目的積立金は、中期計画で定めた使途に充てることができ、本学の中期計画においては、「決算において剰余金が発生した場合は、
教育研究の質の向上及び組織運営の改善に充てる」と定めています。なお、平成 23年度は目的積立金として申請するものはありません。　

   蔵本地区では、図書館分館の改修工事が平成 24年 3月に完成しました。内外装・耐震改修のほか一部増築を行うことにより、ラーニング・
コモンズ、学習室の充実を図り、学生の自立的学習・協調学習の向上を目指しています。
　また、（病院）臨床研究棟等のとりこわし工事が平成 24年 3月に終了しました。これは、外来診療棟改築に向けて、支障建物の撤去を行っ
たものです。
　常三島地区では、学内予算により、第 1・第 2食堂耐震補強工事、芸術作業場新営工事などを行っています。
　平成 24年度には、（蔵本）アイソトープ総合センター改修、（蔵本）学生支援センター改修、（病院）外来診療棟新営に伴う埋文調査、（南
常三島）総合研究棟（音楽棟・美術棟）改修などが予定され、一部着工しています。また、寄附工事として蔵本団地内で藤井節郎記念医科学
センター、講堂改修・増築工事を行っています。
　

【目的積立金の概略】

【主な施設の整備状況】


